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1．はじめに

1-1．研究の背景

 近年、都市計画やまちづくりにおいて、世界的に住民参

加の動きが高まっている。これは、都市計画理論の移り変

わりの中で、1980年代頃から広がったコミュニケイティブ

プランニングの普及により、多様な利害関係者が対話し、

相互理解する中で合意形成を図る必要性が求められてきた
1) ことが背景にある。 

このような背景の下、スペインのバルセロナで 2016 年

に住民参加型オンラインプラットフォーム“Decidim”が誕

生した 2)。Decidimは、民主的なプロセスと制度の改善を求

めて 2011 年に起こった大きな民主運動「15M 運動」の影

響を受け、多様な考えをもつ人々の声を聞きそれらを政策

に反映するための手法として、バルセロナ市役所により作

られた 3)。その後、4万人以上の人々が参加し 4)「熟議」の

ためのプラットフォームとして話題を呼んだ。Decidimは、

数百人から数千人以上の参加者を想定した公共・民間の組

織で利用できる市民参加のためのオンラインプラットフォ

ームとされている 5) 。計画立案から参加型予算まで、組織

への参加のための様々な機能を持っているとともに、オー

プンソフトウェアで作られていることから、その利用は

様々な国と地域に広がった。日本でも2020年、加古川市で

初めてのDecidim導入が行われて以来 6) 、様々な地域のま

ちづくりで利用されている。 

1-2．既往研究と本研究の目的 

Decidim に関する既往研究には、海外、特にバルセロナ

でのDecidim利用に関する研究が多い。例えば、Ismael Peña-

López(2017) 3) は、バルセロナでのDecidim導入のプロセス

をまとめるとともに、様々な視点から考察を行い評価して、

Pablo Aragonら(2017) 4) は、Decidimでコメントを投稿する

際に設定できるコメントステータス(賛成・反対・中立の3

種)に着目し、ステータスと議論の活性化の関係を調査して

いる。Marc Serramia ら(2019) 7) は、参加型予算での予算配

分のより最適な抽出モデルを提案している。 

このようにバルセロナを中心とする海外でのDecidim利

用に関する研究は増えている一方で、日本でのDecidimに

関する研究は未だ行われておらず個別事例の報告(1) にとど

まっている。 

2章で概説するように、1990年代より ICTを活用した都

市計画やまちづくりにおける住民参加の試みは多数存在し

た。しかし、自治体レベルのGIS活用が広がりをみせるな

か、シビックテックなどの ICTを活用した地域課題解決の

取り組みが普及し、society 5.0などスマート社会への移行が

叫ばれるようになったことなどを背景として、改めて都市

計画やまちづくりにおいて住民参加のためのプラットフォ

ームであるDecidimを活用する事例が各地に広がりつつあ

る。本研究は、こうした近年におけるDecidimを活用した

国内事例から先進的な3事例を抽出し、活用実態を明らか

にする。具体的には、Decidim の導入実態を明らかにする

とともに、運用実態と利用実態からわかるDecidimの効果

と課題を考察する。なお本論文では、活用実態を、①導入

実態：導入経緯と目的、②運用実態：導入者・システム運

営担当者からみたオフラインとの関係性、Decidimの利点、

Decidimの課題、今後の方針、③利用実態：実際のサイトか

らみたユーザーによる利用状況、に分けて整理把握する。 

1-3．論文構成と研究の方法 

 本論文の構成は次のとおりである。まず、2 章でこれま

での住民参加のまちづくりにおけるICT活用の潮流をまと

め、Decidimを位置づける。続いて、3章～5章では、日本

でのDecidim導入事例のうち3事例を取り上げ、活用実態

日本における住民参加型まちづくり手法としてのオンラインプラットフォーム「Decidim」の活用実態 

- 萌芽期における導入事例の比較から -

A Study on the Utilization of the Digital Participatory Platform "Decidim" in Japan 

- Based on Comparison of the Cases in the Introduction Stage - 

輿石彩花*・後藤智香子**・新雄太***・矢吹剣一**・吉村有司**・小泉秀樹*** 

 Ayaka Koshiishi, Chikako Goto, Yuta Shin, Kenichi Yabuki, Yuji Yoshimura and Hideki Koizumi 

With the advance of the Participatory Planning, it gets more important to improve residents' participation in city 
planning in Japan.  This study focuses on the one of the online participatory platforms, "Decidim", which derived 
from Barcelona in 2020, and clarifies its actual utilization in three advanced cases in Japan.  We conducted interviews 
with the adopters and analyzed comments on Decidim to reveal the benefits and challenges in using Decidim.  In 
Japan, Decidim is used in various ways and purposes, and can be used to expand the scope of participation.  On the 
other hand, it has a difficulty in being accepted by most of civil servants and residents, how to "use" it, and how to 
customize it.  It can be said, Decidim is a tool for "empathy", not "deliberation" in Japan. 

Keywords: Civic Participation, Online Platform, Decidim 

住民参加のまちづくり, オンラインプラットフォーム, デシディム
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を整理把握する。最後に 6 章でこれらの事例をまとめ、

Decidimの導入萌芽期における活用実態を明らかにする。 

 事例の抽出方法は以下のとおりである。日本での

Decidim 導入事例は増えており(3) 、加古川市(4) や兵庫県(5) 

など行政単位で公開して導入している例から、横浜 (6) や西

会津などある組織や地区の小さな範囲で導入している例ま

で多岐にわたる。本研究では、日本でのDecidimの幅広い

利用における効果や課題を調査し全体像を把握するため、

2021年9月時点で利用方針が異なる加古川市、ササハタハ

ツ(渋谷区) (7) 、真鶴町(8) の3事例を取り上げる (9) 。 

 調査方法は、まず導入・運用に関するステークホルダー

（導入者・システム運営担当者）へのインタビュー調査(10) 

である。導入理由・目的、オフラインとの関係性、Decidim

の利点、Decidim の課題、今後の方針の 5 つの観点から、

導入と運用の実態を明らかにする。 

次に、Decidim の利用実態調査である。加古川市の

Decidimでは、2021年12月21日時点でDecidimに投稿さ

れているコメントについて、コメント日時、コメント者、

コメント内容に関するデータをシステム運営担当者から受

けとり、その内容を分析した。ササハタハツのDecidimで

は、2022年 1月 21日時点でDecidimに投稿されているコ

メントの、コメント日時、コメント者、コメント内容、「い

いね」(11) の数についてのデータを抽出し、その内容を分析

した。真鶴町のDecidimでは、2022年4月6日時点でのコ

メント者、コメント内容、「いいね」の数についてのデータ

を抽出し、その内容を分析した。分析内容は、加古川市で

Decidim上の各トークルーム(12) の利用実態と、発言内容に

ついて分析する。ササハタハツでは、発言者と意見内容、

および「いいね」の数について分析する。真鶴町はDecidim

を利用し始めてから日が浅くDecidimの利用が十分に進ん

でいないことから、コメント内容の詳細な分析は省き、各

投稿(13) やトークルームの利用実態のみを扱うこととする。 

 

2．住民参加手法としてのICT活用の概観 

2-1．ICTを活用した参加の潮流とDecidimの特徴 

 プラットフォームをはじめとする住民参加のためのICT

技術は様々存在し、それらの呼称も多様だが、これらを大

きく三つに分けると、"Geo-participation"、”Digital” 

applications、"Civic" applicationsの三つに分けられる11) 。

これらのキーワードを代表する観点として、世界および日

本におけるPPGIS、電子政府、シビックテックの潮流を、

既往研究(14) をもとに図1にまとめた。 

PPGISをはじめとする、住民参加のための ICT利用は

近年 30 年程度の比較的新しい考え方であり、日本はその

中でも先駆けて ICTの利用が進んでいたと考えられる。ま

た、世界的に 2000 年代終わりから進められてきた住民参

加を重んじた電子政府への転換は日本で未だ実現していな

い一方で、世界的なシビックテックの誕生には比較的早く

反応した。これらのことから、国としての ICT導入の推進

を待たずに、住民ら自身や各自治体によって個別的に住民

参加のための ICT導入が進んでいたと考えられる。 

2-2．これまでの ICT導入における課題 

表1：抽出した3事例の概要(2) 

図１：住民参加のためのICT活用の潮流 
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Decidimの評価をする上で、従来の ICT技術の変遷を把

握する必要がある。ここでは、住民参加のまちづくりのた

めに導入された ICT技術として、直近普及した電子会議室

と地域SNS24) の二つに着目する(15) 。 

 電子会議室は、1990年代半ばのインターネットの普及に

従い、Web上の電子掲示板が広がりを見せ、それを活用し

て行政が政策に生かすため住民が対話・参加することを目

指して利用が始まった。特に有名な例は藤沢市市民電子会

議室や大和市どこでもコミュニティなどが挙げられる。電

子会議室は時間制約がないこと、住民の発言内容が記録さ

れることなどが評価され 25) 多くの地域で設置された一方

で、課題も多く成功したといわれる例は少ない。主な課題

は、参加者の固定化、クレームが書き込まれるといった荒

らしの発生 26) 、意見の政策への反映率の低さ 27) などが指

摘されている。 

 電子会議室の衰退に従い注目を集めた地域 SNS は、招

待制・記名制により匿名性を低下させるとともに、電子会

議室のように特定のトピックについて会話するコミュニテ

ィ機能だけではなく個人の情報発信としてのブログ機能を

持っている点が新しい。2004年に熊本県八代市で初めての

地域SNS「ごろっとやっちろ」が誕生しオープンソースと

してそのコードが公開されて以来 28) 、急速に利用が普及

した。地域 SNS は、日記などの日常利用が地域コミュニ

ティの活動を促進した 29) と評価されている一方で、コミュ

ニティ機能より個人利用が多い点、地域 SNS 上の交流が

現実の活動につながっていない点 30) といった課題が指摘

されている。また、行政も電子会議室での荒らしの経験や

住民意見への反応が自治体職員にとって負担であったこと

などから、行政での導入が進まなかったという指摘もある
31) 。 

2-3．Decidimの概要 

 Decidimの概要を、バルセロナでの事例を参照しながら

明らかにする。Decidim. Barcelona (16) の画面は図 2 のよ

うになっており、一つのプラットフォームに様々な話題に

ついて議論する参加型プロセス(17) が設置されている。また、

それぞれの参加型プロセスでは、バルセロナ市役所などの

導入者からの情報提供や、住民による議論が行われるトー

クルームなどが設置されており、住民はトークルームの中

でスレッド(18) 状の議論を繰り広げる。さらに、Decidim. 

Barcelona の改善に関する参加型プロセスも存在し、

Decidimを住民自ら改善する、シビックテック的な考え方

も根底にある。 

 Decidim はオープンソースのソフトウェアであるため、

システム導入時やその後の維持にかかる費用が抑えられる。

また、参加型予算や投票などの様々な機能が備えられてお

り、使う機能の数や種類、管理方法については各導入事例

に委ねられている。 

2-4．Decidimの位置付け 

 これまでの住民参加のまちづくりにおける ICT 活用の

潮流をふまえると、バルセロナで 2016 年に誕生した

Decidim は、PPGIS などのこれまでのまちづくりにおけ

る ICT技術の発達を継承しながらも、住民による提案の気

軽さやスレッド状の議論など、住民同士で審議する要素を

より強めた形で実現したツールだと考えられる。また、住

民への ICTの普及や行政による ICT受け入れ態勢の整備

が進むだけにとどまらず、シビックテックのように住民自

ら参加手法の開発に関わり参加の形を作り上げている点が

特徴的であると言える。 

 日本へのDecidim導入は、参加を求める住民の声を実現

するためのツールとして作られたバルセロナの Decidim

とは異なり、バルセロナを中心とする様々な国での

Decidimの盛り上がりから、それぞれの地区での利用を試

行するような導入方法が多く、電子会議室や地域 SNS の

改善手法としての導入とは捉え難いと考えられる。参加者

の固定化を防ぐための多様なトピック設定や荒らしを防ぐ

ための実名利用などの対策を講じるかは各事例にゆだねら

れており、これまでの ICT手法の課題を解決する新たな手

段という観点よりも、ICTが広く普及した現代に海外から

輸入したまちづくり手法として導入されたと位置づけられ

る。 

 

3．加古川市におけるDecidimの活用実態の分析 

3-1.行政による日常的な意見募集 

加古川市は、住民の安心安全のために住民合意を丁寧に

とり「見守りカメラ」を街中に設置するなど、これまでも

ICTの導入や住民参加の体制を整えてきた。 

Decidimは、2020年のスマートシティ構想策定時に導入

された。スマートシティ構想の策定が決まった際、市役所

内部で作成することになったため、役所内でのワーキング

をしたところ、行政のDX化ばかりが取りざたされた。一

方で、スマートシティは行政のためではなく住民のために

行うべきであり、住民の生活をよくするための構想作成が

重要だと考えた行政担当者は、行政のDX化に注力するこ

とに疑問を持っていた。しかし、これまで住民の声を集め

る手段として利用されてきたパブリックコメントは、一部

の声の大きな人の意見を集める手段にすぎず、多くの住民

の声を集める手段ではないという欠点があると担当者は認

識していた。この頃、シビックテック代表者がネット上に

公開していた記事の中で、「地域の人々が主体となってまち

の理想像やそれを実現するために必要なことを考え、実行図2：Decidim.Barcelonaの画面(14) 
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し、自分たちでつくる」という考え方 32) を投げかけてお

り、これに共鳴した行政担当者がシビックテックに声をか

け、その一手段として紹介されていたDecidimの日本語版

を作るに至った。そのため、Decidimは住民の声、特にサイ

レントマジョリティーの声を聞くための一手段として、

2020 年 10 月の以降様々な参加型プロセスが設置・公開さ

れている。参加型プロセスの中では行政からの質問や意見

募集に対し、住民が反応する形でコメントがスレッド状に

投稿されている。なお、スマートシティ構想に関する

Decidimの利用後は、Decidim担当課(政策企画課)以外の課

も Decidim を利用しており、Decidim 担当課がそれをまと

めるような形で運用されている。 

3-2．Decidimの運用実態（表2） 

行政担当者によると、加古川市ではDecidimを利用する

際によりサイレントマジョリティーの声を集めるため、オ

フラインのワークショップを併用することで高校生をはじ

めとするこれまで参加のなかった層の参加を実現している。

また、匿名でのDecidim上の対話により、立場や年齢を超

えたフラットな議論が可能であることが行政担当者から評

価されている。一方で、行政も住民も多くが他人事である

点や、行政内で住民から集まった意見の扱い方が決まって

いない点などが行政担当者から課題視されている。また、

Decidimの利用目的を理解している行政担当者に対し、「と

りあえずDecidimを利用すれば良い」と考えている他の課

による利用では、広報や集めた意見の政策反映などまで考

えが及んでおらず、導入に尽力した行政担当者の異動後に

も不安が残る。 

3-3．Decidimサイトから見る住民の利用実態 

加古川市版Decidimでは、各トークルームの利用実態と

議論内容について詳細を分析する。Decidim では、参加型

プロセスの中のトークルームで一つの話題について議論す

ることが可能である。加古川市版Decidimには、2021年11

月時点で8つの参加型プロセスが利用され、市役所の課を

またいで様々な事業について話し合われている。詳細を表

3に示す。利用方法は、アイデア募集や原案に対する検討、

施設名を決めるための投票など多岐にわたる。また、参加

型プロセスによって参加者(19) や参加人数、コメント数など

も大きく異なり、それぞれの住民が興味に合わせてコメン

トしていることや、コメントを促す問題提起・情報提供の

形があることが考えられる。さらに、スレッドの最初のコ

メント投稿者は大部分が事務局(Decidimの行政担当者を含

む行政職員およびシステム運営担当者)から特定の一部住

民に変化しており、住民同士で議論をする場への移行が進

んでいることが予想される。 

 次に、加古川市版Decidimのそれぞれの話題でのコメン

スマートシティ構想におけ

るアイデア収集フェーズ

スマートシティ構想における

意見収集フェーズ

スマートシティ構想における

パブリックコメントフェーズ

ICTを活用した

まちづくりについて

加古川河川敷のにぎわいづく

り

加古川河川敷のにぎわいづくり

におけるアイデア検討
複合施設の愛称募集 みんなでつくる健康

目的 アイデア募集 アイデア検討 広報 意見募集 アイデア募集 アイデア検討 投票 アイデア募集

ディベー

ト・提案数
17 17 0 3 6 1 9 1

コメント人

数
39 6 0 11 11 11 4 4

コメント数
83

(うち事務局15)

23

(うち事務局14)
-

8

(うち事務局0 )

26

(うち事務局5 )

21

(うち事務局0)

4

(うち事務局0 )

3

(うち事務局0 )

総コメント

数

178

(うち事務局57)

36

(うち事務局23)
-

27

(うち事務局9)

43

(うち事務局5)

41

(うち事務局0)

4

(うち事務局0 )

4

(うち事務局0 )

平均

スレッド数
2.14 1.57 - 3.38 1.65 1.95 1 1.33

最高連続

スレッド数

10

(うち事務局5、他2人)

3

(うち事務局1、他2人)
-

4

(うち事務局0、他3人)

(うち事務局1、他2人)

5

(うち事務局0、他3人)

7

(うち事務局0、他5人)

1

(うち事務局0、他1人)

2

(うち事務局0 、他2)

表2：加古川市における導入理由・目的および運用実態 
(インタビュー調査結果) 

表3：加古川市における各トークルームの利用実態 (20) 

表4：加古川市のDecidimにおけるコメント内容 
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ト内容を分析する。コメント内容は、堀田ら(2001) 33) のG

指標を参考とし、「証明(p)」「支持(s)」「反論(c)」「反証(d)」

「提案(i)」「質疑応答(q)」「その他(o)」の7種類(21) に分類し

た。その結果が表4である。参加者のコメントの多くは「支

持」や「提案」に分類され、率直な意見を述べる発言が多

い一方で、事務局のコメントは「質疑応答」や「その他」

が多い。事務局のコメントの中で「その他」に分類される

コメントは、関連情報のリンクを貼ったコメントなど情報

を追加する内容が多く、住民の提案をより深めるために事

務局がコメントしたり、住民と事務局の間で質疑応答がな

されたりといった形で、住民が中心となるよう事務局がフ

ァシリテートしていると考えられる。 

  

4．ササハタハツにおけるDecidimの活用実態の分析 

4-1.民間によるWSでの単発導入 

 ササハタハツは、渋谷区の笹塚・幡ヶ谷・初台の総称で、

これまでも3地区一体となってまちづくりが進められてお

り、「ササハタハツ会議」という住民・民間開発者・渋谷区

が集まって話し合う場がある 34) など、住民参加の体制が整

えられてきた。 

 今回は、現在開発が進められているササハタハツエリア

の緑道について 35) 、親子のための利用方法を検討するワー

クショップが民間会社によりオンラインで開催された。そ

の際に、意見を可視化する方法として、オンラインホワイ

トボードツール"miro"とDecidimが利用された。Decidimは、

加古川市でのDecidim導入後であったこともあり、アドバ

イザーとして関わっていた都市計画の専門家により「参加

の手段としてワークショップでも使えるのではないか」と

の提案があり導入に至った。しかし、Decidim に地図の機

能を実装するのが難しかったことから、一部のマップベー

スの議論ではmiroが利用された。 

ワークショップは 2021 年 3月に 2 回行われ、未就学児

をもつ母親計 25 名が参加した。ワークショップではグル

ープディスカッションを行い、オフラインで意見を付箋に

書いて貼るようなイメージでDecidimに意見を投稿した。

そのため、Decidim上では、一つの参加型プロセスに、ファ

シリテーターが代理で投稿したコメントも合わせて全部で

100件以上のコメントが投稿された。 

4-2．Decidimの運用実態（表5） 

 ワークショップを主催した民間企業の担当者は、オンラ

インワークショップ内での利用について、これまでのSNS

などに UI が近く利用しやすい点や、従来のWS と違い意

見が蓄積されることで日付やグループをまたいだ意見の共

有が行われた点を評価している。また、民間企業の担当者

によると、行政は「いいね」を用いて住民による意見の重

みづけが可視化される点や、これまで参加の少なかった子

育て層の声を集める手段として好評価した。一方で、民間

企業の担当者は、出た意見の関係性が可視化できなかった

り、地図機能の実装が難しかったりと、意見をまとめる上

での機能に技術的な課題を指摘している。また、民間企業

の担当者によると、行政は住民により重みづけした意見の

集合としてではなく、さらに住民で議論をして一つの提案

として提出してほしいと考えており、Decidim で集められ

た意見の整理方法が課題視されている。 

4-3．Decidimサイトから見る住民の利用実態 

 ワークショップで利用されたDecidimの詳細を分析する。

コメント数やスレッドの数は表6のとおりである。まず、

コメント者の内訳をみると、投稿した参加者は7人しかお

らず、７割以上は関係者によるコメントであった。グルー

プディスカッションをしながらDecidimに意見を投稿する

という動作が参加者にとって難しく、ファシリテーターに

よる代理投稿が多かったことが予想される。 

 次に、投稿された時期を見ると、118 個のコメントのう

ち、2 人の参加者によってワークショップ後に投稿された

コメントが5つ存在した。これらはどれもワークショップ

終了直後のコメントであり、ワークショップ後もコメント

を見返している人がいたことが分かる一方で、ワークショ

ップ前後で議論が活性化したとは言い難い。 

 つづいて、「いいね」の数も分析を行った。ワークショッ

プでは、グループディスカッションを行った後に、「いいね」

の数によって投票を行った。T 検定により、スレッドの有

無による「いいね」の数の違いを分析したところ、5%水準

で有意差がある( t (74) = -3.79,  p = 0.00031)ことが分かり、

スレッドのついているコメントは共感を集めていることが

明らかとなった。 

 最後にコメント内容は、単発的なコメントを重視した利

用方法であることから、スレッド状に連なっているコメン

緑道と商店街が交差するエリ

ア

目的 アイデア募集・検討

コメント人

数

15人

(うち関係者8人)

コメント数
76

(うち事務局58)

総コメント

数

118

(うち関係者81)

平均

スレッド数
1.55

最高連続

スレッド数

7

(うち関係者4、参加者3人)

表5：ササハタハツにおける導入理由・目的及び運用実態 
(インタビュー調査結果) 

表6：ササハタハツにおける 
各トークルームの利用実態 (14) 

表7：ササハタハツのDecidim 
におけるコメント内容 
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トのみを抽出して加古川市と同様に分析したところ、表 7

のとおり発言内容は7割以上が「支持」であった。これは、

「いいね」の数とスレッドの有無に関係があることとも一

致し、基本的には意見の対立から議論するのではなく、互

いの意見に賛成する形で議論が進められていたことが想定

できる。 

 

5．真鶴町におけるDecidimの活用実態の分析 

5-1.住民と行政の協働における事業可視化 

 真鶴町は、美の基準など、これまでも住民参加の取り組

みが行われてきた一方で、行政内での ICTの導入はこれま

であまり積極的に取り組まれてこなかった。 

 2021年度、真鶴町役場で、住民と行政が協働して公園を

魅力化する事業が立ち上がった 36) 。これまでも住民から意

見を集めることはあったが、住民は行政にその実施を任せ

きりであり、行政も「検討する」と返答して終わってしま

うことが多かった。今回の事業は、住民から意見提案を募

集し、それを行政と住民が協働しながら住民の手で実行ま

で行うことを想定している。住民が自ら積極的に活動する

ためには、住民への情報公開が重要であると考えた行政担

当者(政策推進課)は、オープンデータに着目し町のホーム

ページでその経過を報告していた。しかし、ホームページ

上での情報開示方法や行政の資料作成能力に限界があった。

その頃、まちづくりの現場での住民の声を得やすくするた

めのサービスとしてDecidimを用いたプラットフォームを

開発し、その対象地域を探していた民間会社が真鶴町に声

をかけ、活動や情報をわかりやすくデータ化、可視化して

住民に公開することで住民の理解を広げるために Decidim

の利用が開始された。役場内での重要度が上がらず進捗が

遅れることもあり、予定より大幅に遅れて 2022 年 1 月か

ら利用が開始され、2022年4月時点では住民による活動が

Decidim上に公開されている。 

 Decidim は 2 種類の用途で利用されている。一つが、意

見提案をした住民(以下、「提案者」とする)が、活動をSNS

のように投稿する投稿機能である。二つ目が、住民からの

意見を募るトークルームである。 

5-2．Decidimの運用実態（表8） 

Decidimの利用開始が2022年1月と遅れたため、インタ

ビューはDecidim利用が始まる前に実施した。真鶴町役場

担当者は、行政・民間・住民による協働のまちづくりにお

いてDecidimを用いて活動や過程を可視化し、活動のリア

ルタイムでわかりやすい情報開示ができることに期待を高

めている。また、システム導入者からは、オープンソース

のソフトウェアによる導入しやすさが好評であった。その

一方で、両者からは役場内での関心の低さや技術的な応用

の困難さが問題視されている。ICT を用いたツールは、形

になるまで一般の人々にとって想像がつかず、役場内では

良いとも悪いとも反応がないという現状が明らかとなった。 

 5-3．Decidimサイトから見る住民の利用実態 

 真鶴町のDecidimにおいて、提案者による進捗報告のペ

ージでは、ワークショップを開催した際の報告やベンチの

作成過程の記録など、オフラインやオンラインで起こった

出来事を提案者が記事のようにまとめ、住民がそれに対し

「いいね」やコメントで反応することが出来る。2022年4

月時点で投稿されている 18 件の進捗報告については、コ

メントのついている投稿は4つにとどまっており、それぞ

れのコメントも住民と関係者の一方通行または一往復のや

り取りのみとなっている。一方で、「いいね」は全ての投稿

についており、その平均個数は約 7.6 個である。具体的な

コメントをつけるまではいかなくとも、「いいね」を用いた

反応で賛同を表す住民がいると考えられる。アイデア募集

のページでは、トイレの雰囲気を明るくして安心して使え

るようにする方法や、遊具がなくても遊べる公園遊びなど、

主に運営者から投げかけられたアイデア募集に対し、住民

が同様に「いいね」やコメントで反応できる。2022年4月

時点で4つのトークルームが設定されており、そのコメン

ト数は0個、2個、4個、6個、「いいね」の数は平均約5.8

個であり、進捗報告よりもコメントは増えている。コメン

トの詳細をみると、住民が話題に対して意見提案をし、導

入者や提案者、その他の住民が同意する形でスレッドがつ

ながっていることが明らかとなった。 

 

6．おわりに 

6-1．日本におけるDecidim活用の効果と課題 

 本研究では、住民参加のためのオンラインプラットフォ

ーム「Decidim」について、日本での3事例を取り上げ、導

入実態、運用実態、利用実態を明らかにした。ここでは、

3章から5章をまとめ、Decidimの導入萌芽期における活用

実態を明らかにする。 

(1) 導入実態 

日本でのDecidim導入事例を比較すると、導入や運用の

方法は、その導入の経緯や目的により異なることが明らか

となった。 

(2) 運用実態からみるDecidimの効果と課題 

表8：真鶴町における導入理由・目的および運用実態 
(インタビュー調査結果) 
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Decidim導入の効果は、電子会議室や地域SNSといった

従来の ICTを用いた住民参加手法と同様、参加の幅が広が

ったことや情報公開を促進することなどが指摘された。一

方で、匿名でも荒らしが起きずにフラットな議論が行われ

ている点や、意見の重みづけが可能な点は従来の手法と異

なり、運用担当者に評価されていることが分かった。 

一方で、Decidim は課題もみられ、それらは主に 3 つに

分けられた。一つ目は行政の体制についての課題で、行政

内部の無関心や住民意見の反映方法の曖昧さなどが明らか

となった。従来の手法でも意見反映率の低さが課題視され

たように、これらの課題は Decidim の課題である一方で、

行政による住民参加の進め方を見直す必要性を示唆してい

る。二つ目はシステムの運営方法についての課題で、

Decidimがただのツールであることが理解されず、「とりあ

えずDecidimを導入すれば良い」という考え方が多いこと

で、参加型プロセスが設置されても十分に住民の参加を促

せていない場合があると明らかになった。Decidim を扱う

上では、Decidim を一つのツールととらえ、明確な導入目

的をもち、それに合ったDecidimの設計・導入・運用を行

う必要性がある。この点については、今後試行が重ねられ

る中で意識の変化や考察の深まりを促す必要があると考え

られる。最後に三つ目は、Decidim の技術的な課題で、機

能の拡張や想定と異なる利用方法には難しさがあることが

明らかとなった。一方で、この点については、すでに解決

にむけて世界的に検討が始まっており、改善が期待される。 

(3) 利用実態からみるDecidimの効果と課題 

 実際のDecidimのサイトからみる利用者の利用状況は、

その利用方法に応じて様々であったが、共通して「提案」

と「支持」に分類されるコメントが多く、人々の意見を集

め、共感・具体化する形で利用されていることが明らかと

なった。バルセロナのように、「熟議する」ためのプラット

フォームとして互いが意見をぶつけ合い議論する場ではな

く、人々が発言しその良さについて対話する「共感を集め

る」ためのプラットフォームとしての在り方が強いことが

明らかになった。 

6-2 今後の研究課題 

本研究では、導入主体による運用実態やDecidimの利用

実態に着目して日本におけるDecidim導入萌芽期における

活用実態を明らかにしたが、今後は利用者からの評価につ

いても調査する必要がある。また、日本における Decidim

活用で熟議ではなく共感としての利用が多い理由や、

Decidim 上での熟議に必要な条件についても明らかにする

ことが求められる。加えて、Decidim の更なる活用可能性

を明らかにする上では、電子会議室や地域SNSなどの従来

のツールや近年発達した ICT技術、オフラインのまちづく

り手法など、他の住民参加手法と比較する必要があり、こ

の点についてもより詳細な調査を行う必要があると考える。 

【補注】  

(1) Decidimに関する個別事例の報告は多数公開されており、例として加古

川市の以下の報告が挙げられる。 

 加古川市企画部情報政策課, 市民参加型合意形成プラットフォーム(加

古川市版Decidim), https://www.city.kakogawa.lg.jp/material/files/group/10/r2-

2-sumasikyougidecidim.pdf , 2022年4月 

(2) 表1中の都市規模については、文献8)～10)を参考としている。 

(3) 日本での Decidim を活用した事例は、その正確な数値を把握すること

はできないが、以下のサイトでは2022年4月時点で15事例が紹介さ

れている。なお、公開せずに利用している事例や、”Decidim”という単

語を使わずに利用している例もあるため、この数値より多くの組織で

利用されていると推察される。 

 MetaDecidim Japan, 日本におけるDecidim, 

 https://meta.diycities.jp/assemblies/hereandthere/f/405/, 2022年4月 

(4) 加古川市, 市民参加型合意形成プラットフォーム,  

 https://kakogawa.diycities.jp/,  2022年1月 

(5) 兵庫県では2022年3月までDecidimを利用していたが、2022年4月時

点でサイトは閉じられている。 

 MetaDecidim Japan, 日本におけるDecidim,  

 https://meta.diycities.jp/assemblies/hereandthere/f/405/proposals/398?locale=en

&order=with_more_authors,  2022年4月 

(6) 横浜では2022年3月までDecidimを利用していたが、2022年4月時

点でサイトは閉じられている。 

MetaDecidim Japan, 日本におけるDecidim,  

 https://meta.diycities.jp/assemblies/hereandthere/f/405/proposals/390?order=wit

h_more_authors,   2022年4月 

(7) パナソニック株式会社, 渋谷区 親子にやさしいまちづくり, 

https://shibuyatest2.diycities.jp/,  2022年1月 

(8) 真鶴町, 「みんなでつくる身近な公園」プロジェクト特設サイト,  

https://manazuru.mygroove.city/,  2022年1月 

(9) 注釈(3)のサイトによると、2021 年 9 月時点で日本に導入されている

Decidimの事例は八事例あり、その位置付けは以下のとおりである。 

① 日常的な意見募集：加古川市、兵庫県、滋賀県、shibuya good talk 

② WSでの単発導入：ササハタハツ  ③ 事業の可視化：真鶴町 

④ Decidimの使い方検討：MetaDecidim Japan 

⑤ 政党の政策実現に向けた市民との意見交換：横浜 

これらの中から、対象地がないこと、政治が絡み使用者が偏ることから

④・⑤を扱わないこととした。また、①については、日本で初めて導入

された加古川市での事例に代表することとした。 

(10) インタビューの詳細は以下のとおりである。それぞれ、1時間程度オン

ラインでインタビューを行った。 

(11) 「いいね」とは、SNS同様、住民がDecidim 上のコメントや投稿に押

せる同意を表すボタンのことである。 

(12) 「トークルーム」とは、主に住民がコメント・議論するページを指す。 

(13) 「投稿」とは、権利を与えられた住民が、Decidim上に SNSのように

ページをアップすることを指す。抽出した 3 事例では、真鶴町でのみ

実装されており、提案者である住民には投稿の権限が与えられている。 

(14) こちらでは、文献11)～23)を参考としている。 

(15) 文献24)において、市民参加型地域メディアの系譜がまとめられており、

1990 年代半ばのインターネット普及後に利用が進んだメディアとして

市民電子会議室と地域SNSを挙げ、地域SNS以降、システムとして目

立った形の市民参加型地域メディアは表れていないことが指摘されて

いる。また、文献 31)において、電子会議室は 900以上、地域 SNSは

500程度設置されていた時期があることが示されている。 

(16) Ajuntament de Barcelona, DECIDIM.BARCELONA,  
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https://www.decidim.barcelona/,  2022年1月 

(17) 「参加型プロセス」とは、ある一つのテーマについて検討するスペース

を指し、その中にトークルームや情報共有のページが開かれる。一つの

参加型プロセスの中には、複数のトークルームが存在する場合もある。 

(18) 「スレッド」とは、あるコメントに対するレスポンスを、そのコメント

に吊り下げる形でコメントすることをいう。 

(19) データ取得時点ののべ参加人数は77人である。 

(20) 集計に利用した指標は、以下のように用語を定義する。 

◦ コメント数：スレッドの連なりをまとめて一つと数えた時のコメント

の数を指す。 

◦ 総コメント数：スレッド内のコメントもそれぞれ一つのコメントとし

て数えた時のコメント数を指す。 

◦ 平均スレッド数：一つのスレッドに平均何個のコメントが続いている

かを示す。総コメント数/コメント数より求める。 

◦ 最高連続スレッド数：一つのスレッドにつり下がったコメント数が最

大のスレッドでのコメントの数を指す。 

(21) 堀田らのG指標は、「証明」、「支持」、「反論」、「反証」、その他の5つ

のみからなるが、ここでは、Decidimが議論のために利用されていない

可能性を鑑み、「提案」、「質疑応答」をつかして7つの指標とした。 
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